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要　旨

１．韓国では2022年３月９日に大統領（５年任期で再選なし）選挙が実施される。本
稿では、文在寅（ムン・ジェイン）現政権が進めた経済政策を回顧しながら、そ
の評価を行い、次期政権の経済課題を探ることにする。

２．17年５月に発足した文政権の経済政策の目玉は所得主導成長であった。家計の所
得を増やして成長を図る目的で政策が相次いで実施されたが、最低賃金の急激な
引き上げによって飲食・小売業界を中心に人減らしの動きが広がったうえ、輸出
の減速で景気が悪化したため、任期途中から政策の重点がシフトした。

３．19年に入ると、文政権は設備投資の活性化や次世代産業の育成強化、研究開発の
支援など、企業を対象にした政策に注力するようになった。とくに官民が協力し
ながら半導体産業の強化に乗り出したことが注目される。この背景には、「中国製
造2025」にもとづく中国企業による国産化や日本政府による対韓輸出管理の強化
があった。

４．20年は、新型コロナ対策とコロナ禍で疲弊した経済の立て直しが優先されるよう
になった。７月に発表されたコリアンニューディールは、①デジタルニューディー
ル、②グリーンニューディール、③より強固なセーフティネットから構成されて
おり、それまでの政策を包括する内容になった。

５．このように、文政権は韓国を取り巻く経済環境の変化に伴い、経済政策の重点を
シフトしてきた。これまでの実績をみると、コロナショックの影響もあり､経済成
長率や雇用面などでは朴槿恵（パク・クネ）前政権の実績を下回っている。

６．また、文政権下では所得主導成長に関連した政策や新型コロナ対策などにより、
財政が急激に悪化した。さらに、家計債務の一段の増加と住宅価格の高騰などが
生じた。期待された公正と雇用創出は実現されず、若者の文政権離れが進んだ。

７．次期政権にとっては、経済の革新（イノベーションを含む）を推進しながら、若
年層向けの良質な雇用創出と住宅価格の安定化が重要な経済課題となろう。住宅
価格の安定化を図るうえでは、中規模のスマートシティ建設も検討に値しよう。
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韓国では2022年３月９日に大統領選挙が実
施される。現在のところ、政権与党「共に民
主党」の候補者と最大野党「国民の力党」の
候補者との一騎打ちになる可能性が高い。
韓国はポスト文在寅政権に向けて動き始め
た。

17年５月に発足した文政権の経済政策の目
玉は所得主導成長であった。家計の所得を増
やして成長を図る目的で、公約に公共部門を
中心に約81万人分の雇用創出、非正規職の正
規職への転換、最低賃金の引き上げなどが盛
り込まれた。政権発足後、こうした所得主導
成長に関連した政策が相次いで実施された
が、最低賃金の急激な引き上げによって飲食・
小売業界を中心に人減らしの動きが広がった
うえ、輸出の減速で景気が悪化したため、19

年からは政策の重点を企業を中心とする経済
の強化や成長モメンタムの回復にシフトし
た。
同年５月に「製造業ルネッサンスビジョン」
が発表され、製造業の革新と次世代産業の育
成に力が入れられたほか、中国が「中国製造
2025」にもとづき半導体の国産化に乗り出し
たこともあり、韓国の主力産業である半導体
産業の強化を本格化させた。20年に入ると、
新型コロナ対策とコロナ禍で疲弊した経済の
立て直しが優先されるようになった。
経済環境の変化に伴い、文政権は経済政策
の重点をシフトしてきた。その一方、所得主
導成長に関連した政策の実施や新型コロナ対
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策などを目的に毎年補正予算を組んできた結
果、財政が急激に悪化している。このほか、
文政権下では家計債務が一段と増加したほ
か、住宅価格が高騰した。
本稿では文政権が進めた経済政策を回顧し

ながら、その評価を行い、次期政権の経済課
題を探ることにする。構成は以下の通りであ
る。１．で、政権発足後に進められた経済政
策の特徴と顕在化した副作用について触れ
る。２．で、19年に入り、政策の重点がシフ
トしていったことを明らかにする。３．で、
20年は新型コロナ対策とコロナ禍で疲弊した
経済の立て直しが優先課題になったことにつ
いて触れる。４．で、文政権の経済政策を評
価するとともに、政権下で生じた新たな問題
を取り上げる。５．で、次期政権の経済課題
を検討する。
なお、本稿は文政権誕生後に本誌で発表し

たいくつかの論文をベースにしつつ、新たに
書き下したものであることをお断りしたい。

１．文政権の経済政策
以下では、文政権が発足後に進めた経済政

策の内容とその特徴を明らかにした後、それ
に伴い顕在化した副作用について触れる。

（1）めざした所得主導成長

17年５月９日の大統領選挙は、崔順実
（チェ・スンシル）の国政介入疑惑に端を発

する現職大統領弾劾という未曽有の事態を受
けて実施された。さらに国政介入に関連し、
サムスングループの事実上トップである李在鎔 

（イ・ジェヨン）が逮捕されるなど、政経癒
着が大きくクローズアップされた。
この選挙で、進歩（日本での革新）派の 

文在寅候補（共に民主党）が41.1％の得票率
を得て当選した。その勝因として、朴槿恵前
大統領の弾劾につながった「ロウソク革命」
の流れに乗り、政経癒着や腐敗を撲滅し、公
正な社会を実現すると主張したこと、雇用創
出を選挙公約の１番目に掲げたことなどが指
摘出来る。とくに20歳代から40歳代の比較的
若い年齢層から多くの支持を集めたのが特徴
的であった。

80年代の民主化運動に参加し人権派弁護士と
しての経歴をもつ文大統領は、財閥への経済力
集中が腐敗の温床になっているため、民主化を
進める上で財閥改革は欠かせないという認識を
もっていた。選挙公約では、「雇用に責任をも
つ大韓民国」、「国民が主人の大韓民国」に続く
３番目に「公正で正義にもとづく大韓民国」 
を掲げ、財閥の不法な経営承継や皇帝経営を
根絶し（注１）、経済力の集中を防止する目
的で、少数株主の権利拡大や持ち株会社設立
要件の強化、金融資本と産業資本の分離など
の施策が盛り込まれた。
当選直後の５月10日に行われた国民向け演
説でも、「…何よりも真っ先に雇用を創出し
ます。同時に、財閥改革の先頭に立ちます。…」
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と述べた。財閥改革を進める強い意思は、「財
閥狙撃手」と言われた金尚祖（キム・サンジョ）
漢城大教授を公正取引委員長に指名したこと
に示された（注２）。ただし、野党の反対で
任命が遅れたため（注３）、財閥改革に関連
した動きはしばらくの間みられなかった。
就任後、文大統領が真っ先に取り組んだの

は雇用関連政策である。選挙公約で、公共部
門を中心に５年間で約81万人分の雇用創出を
約束した。その内訳は、消防、社会福祉、教
師、警察など国民の安全や福祉などのサービ
スを提供する公務員で約17万人、保育、医療
などの公共機関で約34万人、その他（委託な
ど間接雇用を直接雇用へ転換）で約30万人で
ある。公共部門での雇用を増やす理由の一つ
は、OECD加盟諸国のなかで公共サービスに
従事する人の比率が低いことであった
（注４）。
５月12日、文大統領は仁川国際空港に赴き、

空港で勤務する非正規職員との懇談後、在任
中に非正規職をなくすと語った。同月16日、
大統領直属の雇用委員会を設置し、同委員会
は６月１日に「イルチャリ（雇用）100日計画」
を発表した。100日以内に関連施策のロード
マップを作成すること、現在の行政システム
と財政・税制を見直して、これらを雇用創出
に適合的なものへ再設計することなどを明ら
かにした。
続いて17年度の補正予算案を編成し、６月

７日に11兆ウォン規模（雇用創出に４兆ウォ

ン強）の同案（17年度当初予算は約400兆ウォ
ン）を国会に提出した。税金を使っての公務
員増員に野党が反発し審議が難航したが、増
員数を当初の4,500人から2,575人に減らすこ
と、その財源を予算案から削減して予備費で
賄うことで与野党が合意（最大野党の「自由
韓国党」－現在の「国民の力党」－は合意せ
ず）し、７月22日に成立した。
最低賃金に関しては、選挙公約に掲げた20

年までに10,000ウォンへ引き上げる方針にも
とづき、最低賃金委員会（労使代表と公益委
員で構成）は７月15日、18年の最低賃金を17

年より16.4％引き上げて、7,530ウォン（720

円程度）にすることを決定した。
このほか、中小企業による若年雇用創出や
高齢者を対象にした基礎年金の増額など、雇
用創出と所得引き上げに関連した政策が矢継
ぎ早に打ち出された（図表１）。
このように雇用創出と所得の引き上げに関
連した政策を相次いで打ち出した後、７月25

日に新政権の経済政策の骨格が発表された
（注５）。経済政策は「成長戦略のパラダイム
シフト」と名付けられ、①賃金主導成長、②
雇用創出につながる経済建設、③公正な競争、
④イノベーションを通じた成長（革新成長）
の４つの柱から構成された（図表２）。
１番目に挙げられた賃金主導成長（wage-

led growth）が、文政権の経済政策の最大の
目玉であった。なお、「18年の経済政策」（17

年12月発表）ではincome-led growthに変更さ
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れたので、以下では所得主導成長とする。
所得主導成長は家計の所得を増やす一方、
生活費の負担（住宅、養育、通信など）を軽
減して、可処分所得を増やすことにより成長
を図る戦略である（注６）。文大統領が唱え
る経済民主化に合致すること、李明博（イ・
ミョンバク）、朴槿恵と二期続いた保守政権
との違いを際立たせたいことなどから採用さ
れたと考えられる。
李大統領（2008～ 13年）は減税と規制緩

和により投資を拡大させ、５年間で300万人
の雇用創出を公約に掲げた。09年に法人税率
を従来の25％から22％に引き下げたほか、規
制緩和の一環として、財閥の出資総額制限制
度を廃止した（注７）。しかし、リーマンショッ

（資料）政府発表資料より日本総合研究所作成

図表１　所得主導成長に関連した経済政策

◇雇用創出
　・22年までに公共部門を中心に81万人分創出（18年は公務員を9,475人増員）
　　20年までに公共部門の約20万人の非正規職を正規職に転換

　・若年雇用対策（18年３月に発表）　　⇒18年度の補正予算に反映
　　　＊中小企業による雇用支援　　
　　１人新規採用（従来は３人）→年最大900万（従来は667万）ウォンを３年間支給、税制優遇など　
　　就職する若者には５年間の所得税免除、住宅支援など　　

　・労働時間の短縮（週68→52時間）　　大企業は18年７月から　中小企業は20年以降段階的に

◇最低賃金の引き上げ　
　18年7,530ウォン（前年比16.4％増）　19年8, 350ウォン（10.9％増）
　　　＊「雇用安定資金」・・・30人未満の事業所に対して賃金を支援（１人につき月13万ウォン）
　　　　　　　　　　　　　　 条件―最低賃金の遵守、雇用保険に加入

◇高齢者（除く所得上位30％）向け基礎年金　
　18年９月に25万ウォンへ（従来20万ウォン）、21年に30万ウォン（下位20％は19年から）

◇児童手当（０～５歳）　月10万ウォン支給

◇若年夫婦の住宅支援　など

（注）この時点ではWage-led growthが使われていた。
（資料） 企画財政部、“New Administration’s Economic Policies 

Paradigm Shifted For Sustainable Growth”（17年７月25
日）より日本総合研究所作成

図表２　成長戦略のパラダイムシフト

１．賃金主導成長
　・ 家計の可処分所得を増やす（最低賃金引き上げ、生

活コスト引き下げほか）
　・ セーフティネットを強化し、社会的脆弱層の所得を

保障する
　・すべての子供たちに対する教育投資を増やす
２．雇用創出につながる経済建設
　・雇用創出を通じた成長を追求する
　・質の高い雇用（decent work）を促進する
　・ジョブ市場を拡大する
３．公正な競争
　・不公正な慣行をなくす
　・価格操作を防ぎ、消費者の利益を守る
　・コーポレートガバナンスを改善する
　・「共に成長」を追求し、小商人を保護する
　・社会的経済（社会的企業の活動分野）を促進する
４．イノベーションを通じた成長
　・成長のエンジンとしての中小企業を発展させる
　・第４次産業革命の準備をする
　・グローバル市場を開拓する
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クで景気が悪化（09年の成長率は0.8％）し
たうえ、規制緩和に伴い財閥への経済力集中
が進み、選挙で与党が敗北したため、大企業
寄りといわれた当初の政策を転換した。10年
末に同伴成長委員会を発足させ、大企業と中
小企業が利益を共有する仕組みづくりを開始
した。11年秋には、翌年実施予定であった追
加減税を撤回した。
朴大統領（2013～ 17年）は12年12月の大

統領選挙で創造経済（Creative Economy）の
実現とともに、経済民主化を公約に入れて当
選した（注８）。創造経済に関連した政策を
進めつつも（注９）、中国経済の減速によっ
て輸出の低迷が続いたため、経済政策は景気
対策に重点が置かれた。実質GDP成長率は15

年、16年にそれぞれ2.8％、2.9％にとどまり、
20～ 29歳の失業率は16年に9.8％と、2000年
代以降で最も高い水準になった。
このように保守政権下で進められた経済政

策とは異なる政策が文政権下で実施された。
所得主導成長に関連した政策が矢継ぎ早に打
ち出された一方、経済政策の４番目の柱に挙
げられた革新成長に関する取り組みはやや遅
れた。

17年10月11日、大統領直属機関として第４
次産業革命委員会（民間委員20人、政府委員
５人）が発足した。同委員会は第４次産業革
命に対応するための総合的な国家戦略の策定
や各省庁の実行計画や進捗状況の点検などの
役割を担う。11月末の第２回会議で、「革新

成長のための人間中心の第４次産業革命対応
計画」が発表された。予想される経済社会の
変化とその対応計画、技術革新による成長戦
略をまとめたもので、計画にはナノ・脳科学
の基礎技術や知能化技術（AI、ビッグデータ）
などの開発に22年までに２兆２千億ウォンを
投入する、第５世代移動通信を19年３月まで
に導入する、フィンテック発展のために金融
革新支援特別法を制定することのほか、ス
マートシティ、製造ロボット、ドローン、自
動走行などの分野の事業や人材育成を支援す
ることなどが盛り込まれた。
こうした基本計画にもとづき、12月、ビッ
グデータ、人工知能、自動走行、次世代通信、
ドローンなど13分野が革新成長動力に選定さ
れ、18年５月に分野別の中長期ロードマップ、
推進システム、規制改革などの具体的な施行
計画が発表された。
このほか、11月２日にスタートアップ支援
策が発表された。これには、３年間で10兆ウォ
ンを投じる「革新ベンチャーファンド」の創
設やストックオプションの非課税化などが含
まれている。また、板橋（パンギョ）テクノ
バレーの動きに注目し、板橋第２テクノバ
レーの建設計画に合わせてソフト面での支援
拡充とともに、地域全体を先駆的なスマート
シティにする計画も盛り込まれた。こうした
革新成長に関連した政策は、朴前政権が推進
した創造経済に関連した政策を継承し、拡充
したものといえる（注10）。
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文政権は所得主導成長に関連した政策を推
進するのに必要な財源を確保するために、一
定の条件を満たす大企業に対する法人税率を
引き上げて（18年から）（注11）、李政権が引
き下げた税率を元の水準に戻した。また、雇
用創出を目的に週52時間（従来は68時間）労
働時間制を18年７月より大企業に適用（企業
規模に応じて順次適用）した。さらに、公正
な経済の実現をめざして、大企業に中小企業
との成果共有やガバナンス改革などを求める
など、総じて大企業にとって負担の多い政策
が実施されることになった。

（2）顕在化した副作用

所得主導成長に関連した政策を推進したこ
とにより、経済にはどのような影響が及んだ
のだろうか。
最低賃金の引き上げや非正規職の正規職へ

の転換によって収入が増加した人々もあり、
民間消費の伸びが17年の2.8％から18年に
3.2％へ加速した半面、以下に指摘する副作
用が生じた。
一つは、最低賃金の急激な引き上げに伴い、

中小・零細企業や自営業者の間で従業員を削
減する動きが広がったことである。韓国では
自営業者が就業者全体の約４分の１を占める
（注12）。自営業者の多くは経営に余裕がない
ため、最低賃金の引き上げで大きな影響を受
けた。また、大企業が多く集まる地域では、
大企業に週52時間労働制が適用されたことに

より、それまで残業するために外食していた
客が減少した影響も重なり、閉店する飲食店
が増加した。

18年の就業者数の対前年増加数は９万
7,000人と、16年の23万1,000人、17年の31万
6,000人を大きく下回った。業種別にみると
（図表３）、卸・小売・宿泊・飲食や製造業な
どで前年より減少した。18年に民間消費の伸
びが加速したにもかかわらず、卸・小売・宿
泊・飲食業界で就業者が減少したのは、主と
して最低賃金の大幅引き上げによる影響と考
えられる（注13）。これに対して、製造業で
減少したのは造船（注14）、自動車・同部品
など主力産業でのリストラの影響による。
韓国GMは18年５月に群山（クンサン）工場

（資料）韓国統計庁、Korean Statistical Information Service

図表３　産業別就業者数（対前年）
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を閉鎖した。
他方、18年に就業者が増加したのは保健・

社会福祉サービス、情報通信、公共行政・国
防などであった（保健・社会福祉サービス分
野では19年、20年も10万人以上増加）。保健・
社会福祉、公共行政・国防などは文政権が公
共部門での雇用を増やしたためである。
もう一つの問題は、公共部門で不正採用が

行われたことである。公共部門を中心に雇用
の増加や非正規職から正規職への転換が進め
られたが、様々な不正が明るみに出た。その
例として、上級職の子息や親戚の場合、筆記
試験が低い点数であったにもかかわらず、面
接試験で高得点が与えられて合格したケー
ス、契約職（採用試験なし）として採用され
た後、正規職に転換したケースなどが報告さ
れている。
こうした事態が公正な経済の実現をめざす

文政権下で生じたのは皮肉であった。公共機
関の不十分なガバナンスによるものであろう
が、公共機関を中心に雇用の増加を図るとい
う政策そのものにも問題があった。IMFは17

年の対韓４条協議（IMF協定第４条にもとづ
き１～２年に１回実施）後のスタッフレポー
トで、雇用を創出する手段として公共機関で
の雇用を増やすことは慎重に行うべきである
と指摘した（注15）。
最低賃金の急激な引き上げで打撃を受けた

自営業者からは、政策の見直しを求める切実
な声が上がった。18年半ばに、「19年も最低

賃金が引き上げられた場合、自分たちはそれ
を守る意思がない」との声明が出された。
また、国際機関や国内の研究機関からも政
策の再考を促す提言が相次いだ。OECDは生
産性上昇を伴わない最低賃金の大幅引き上げ
は国際競争力にマイナスの影響を及ぼすと指
摘し（OECD［2018］）、KDI（韓国開発研究院）
は経済の活力を取り戻すためには物的・人的
資源を再配置して、生産性を高める必要があ
ると指摘した（KDI ［2018］）。
経済界からは、最低賃金の引き上げや労働
時間の短縮で企業の負担が増大したほか、政
府の介入が市場原理を歪めており、これらが
投資を萎縮させているとの指摘がなされた。
こうした状況下、大統領府の張夏成（チャ
ン・ハソン）政策室長と金東兗（キム・ドン
ヨン）企画財政部長官・経済副首相との間で
政策をめぐる見解の違いが生じ始めた。金経
済副首相は企業幹部や自営業者の生の声を聴
く機会が多いため、最低賃金の引き上げペー
スを抑え、イノベーションにより力を入れる
必要があるとの認識をもっていた（注16）。
内外から政策の見直しを求める声が出た
が、最低賃金委員会は７月、19年の最低賃金
を18年比で10.9％引き上げることを決定し
た。これには、所得主導成長が文政権の看板
政策であることが影響したと考えられる。11

月１日に行われた19年度（19年１～ 12月）
予算案施政演説でも、文大統領は「共に豊か
に暮らすこと」を目標に所得主導成長の実現



ポスト文在寅政権へ向かう韓国

環太平洋ビジネス情報  RIM  2022  Vol.22  No.84  169

を謳ったが、その道のりが遠いことを認めつ
つも、経済格差を拡大する過去の方式に戻っ
てはならず、格差を減らし、公正かつ統合的
な社会に向けて、これまでの政策を続けてい
くことを強調した。
しかし、韓国の景気が悪化し始めたため、

次第に経済政策の重点がシフトしていった。
その点についてつぎにみていくことにしよ
う。

（注１） これまで経営権継承に関連した不正な有価証券売買
が頻発した。サムスンでは、李在鎔が96年に、当時グ
ループの事実上の持ち株会社であったサムスンエバー
ランド（未上場）の転換社債を時価よりも安い価格で購
入したことが問題になった。

（注２） 金尚祖は少額株主の権利拡大を求める行動派の学者
であり、参与連帯（94年９月に設立された「参与民主
社会と人権のための市民連帯」の略称）などの活動を
通して経済民主化の実現に取り組んできた。活動を共
にした張夏成高麗大学教授が大統領府の政策室長に
なった。金尚祖は５月18日に行われた指名後の会見で、
経済民主化の本質は下請・中小企業、非正規職、零
細自営業者の暮らしを改善すること、財閥改革の目的
には経済力の集中防止とガバナンス構造の改革の二
つがあると述べた。近年経済力が集中している４大財閥
（サムスン、現代自動車、SK、LG）を中心に財閥改革
を推進する、また改革は綿密な計画にもとづき一貫した
方法で予測可能な形で推進していく方針を明らかにし
た。

（注３） 野党側の反対で承認（人事聴聞会の報告書の採択）
を得られなかったため、大統領は野党の反対を押し切
る形で６月13日に任命した。

（注４） OECD加盟国の平均が17.9％であるのに対して、韓国
は8.1％（数値は2019年時点のもの）。

（注５） 詳細は企画財政部の「새정부 경제정책방향－경제 

패러다임의 전환」、英語版「New Administration’s 
Economic Policies Paradigm Shifted For Sustainable 
Growth」（７月27日）を参照。

（注６） 所得主導成長を理論的に支えた一人が、文政権発足
後に経済首席秘書官に任命された洪長杓（ホン・ジャ
ンピョ）釡慶大学教授であった。洪長杓は18年６月まで
経済首席秘書官を務めた後、同年９月、大統領直属
の政策企画委員会に設置された所得主導成長特別
委員会の委員長になった。20年５月に開催された文政
権発足３周年記念討論会で、「所得主導成長は人間
中心の経済をめざし、家計所得の増大、人間に対する

投資、社会的安全網と福祉拡大の３点で構成された
政策である」と説明した。

（注７） 資産総額10兆ウォン以上の財閥企業が純資産の40％
以上を他の国内企業に出資することを禁止した。

（注８） 朴政権は新規の循環出資を禁止した（既存の循環出
資は容認）。循環出資とはA社→B社→C社→A社とい
う出資関係で、創業者一族はA社の支配株主になるこ
とでグループ全体の支配が可能となる。

（注９） 13年６月に発表されたアクションプランでは、今後５年間
に40兆ウォンを投入し、ベンチャー企業の育成、創造的
な技術・アイデアを生み出す環境の醸成などを進めて
いくこと、ファイナンス分野では、創業、成長初期段階
の資金供給を円滑にすることなどが盛り込まれた。また、
創造経済の実現を地域経済の活性化につなげる目的
から、各地域に創造経済革新センターを設置し、各地
方自治体が大企業、研究機関、金融機関などと連係し
ながらベンチャー企業の育成を図ることにした。

（注10） 朴槿恵政権の創造経済や板橋テクノバレーをめぐる動
きに関しては、向山英彦［2017］を参照。

（注11） 引き上げの対象になったのは129社である。企画財政部
「税制改定案」2017年８月２日を参照。

（注12） 韓国で自営業者が多い一因に、大企業で定年前に辞
める（事実上の「肩たたき」を含む）人が多いことがあ
る。競争が厳しいため、３年程度で廃業に追い込まれ
るケースが少なくない。

（注13） 20年に大幅に減少したのは、新型コロナウイルスの感
染拡大による影響である。

（注14） 世界的な海運不況により、造船業では14年以降赤字
に陥る企業が増えた。海運不況の背景には、中国の
成長減速とそれに伴う荷動きの減少がある。好況時に
船腹を増やした大手の韓進（ハンジン）海運は17年２
月に破産した。また、一部の造船企業は新規受注が急
減する状況下、海洋プラント事業に力を入れたが、コス
ト・納期管理がうまく行かず、赤字を拡大させることになっ
た。

（注15） IMF［2018］p.26。このほか、最低賃金の引き上げは
慎重に行うべきであり、中小企業への補助金は一時的
にすべきとの提言がなされた。若年層の雇用支援策と
しては、マイスタースクールや実習と学習のデュアルシス
テム、インターンの強化を図ることが出来るとした。19年
のレポート（IMF［2019］）では、最低賃金の２年連続
の大幅引き上げによって、低熟練労働者の雇用に影響
が及ぶことへの懸念が示され、20年は労働生産性の
伸びの範囲内にとどめるべきだと提言した。

（注16） 両者の不協和音が大きくなったため、18年11月９日、文
大統領は両者をともに交代させた。
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２．�政策の重点がシフトした
19年

最低賃金の急激な引き上げによる雇用の減
少に加えて、輸出の減速により景気が悪化し
たため、文政権は次第に政策の重点を経済の
強化にシフトしていった。

（1）景気の悪化と政策の重点シフト

韓国では2000年代に輸出の拡大によって年
平均4.4％の成長率を記録したが、10年代に
入ると２～３％台へ低下した。経済の成熟化
と少子化を別にすれば、10年代に成長率が低
下したのは、チャイナショック（新常態への
移行や中国の国産化など）とトランプ政権発
足後の米中対立などの影響により、2000年代
に生じた輸出主導型成長が十分に機能しなく
なったことによる。
輸出の低迷が続く状況下、13年２月に発足

した朴政権は内需拡大策を講じ、その一環と
して14年８月、融資比率（Loan to Value）や
返済比率（Debt to Income）などの住宅融資
規制の緩和などを実施した。韓国銀行も政府
に歩調を合わせて、14年３月、10月、15年３
月、６月、16年６月と相次いで利下げを実施
した。これらにより住宅投資が著しく増加し
たほか、平昌五輪（18年２月）に関連した建
設特需が生じたこと、世界的な需要拡大を背
景に半導体部門での設備投資が増加したこと
などにより、15年から17年にかけて投資が成

長を下支えした（図表４）。
このように景気対策が一定の効果を上げた
が、崔順実による国政介入が明るみに出た結
果、朴大統領は17年３月に罷免され、５月に
文政権が発足したことは前述した通りであ
る。

18年に入り、まず投資が冷え込んだ。朴政
権下で増加した建設投資が減少に転じるとと
もに、設備投資が前年に急増した反動で落ち
込んだことによる。続いて米中対立の影響と
半導体需要の一服により、秋口から輸出が減
速し、製造業ではリストラが進められ雇用が
減少した。
さらに、文政権が推進した政策も景気を悪
化させる一因になった。最低賃金の大幅引き

（資料）韓国銀行、Economic Statistics System

図表４　2010年代の韓国の実質GDP成長率
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上げにより、小売・飲食業界を中心に従業員
を減らす動きが広がった。また、大企業にとっ
て負担の多い政策（法人税率が22％から25％
へ、週労働時間が68時間制から52時間制へな
ど）がとられる一方、国内の規制緩和が進ま
ないことから、半導体やEV関連などを除き、
大企業は国内での投資に消極的になった。
内外需の減速により、韓国の実質GDP成長

率（前期比）は18年10～ 12月期のプラス0.8％
から19年１～３月期に▲0.2％へ低下した。
通年の成長率は17年の3.2％から18年2.8％、
19年2.2％へ低下した。
景気が悪化し始めたため、文政権も、経済

政策の重点をシフトすることにした。18年12

月に発表された19年の経済政策は（図表５）、
①経済の強化、②産業のリストラ、③包摂的
成長（所得主導成長と公正な経済の実現を包

含する概念）、④未来のための準備から構成
され、経済の強化が政策順位のトップに据え
られた。12月10日、洪楠基（ホン・ナムギ）
新企画財政部長官・経済副首相は、最低賃金
の引き上げと労働時間短縮のペースを調整す
る必要性を指摘した。実際、20年の最低賃金
の引き上げ幅は2.9％に抑えられた。
なお、20年の経済政策では包摂的成長は４
番目に置かれ、政権発足当初に１番目に挙げ
られた所得主導成長の位置づけが低下したこ
とが確認出来る。

（2）製造業の再生

19年の経済政策のトップに経済の強化が挙
げられたように、19年に入ると、企業の投資
を促進し、成長モメンタムの回復を図る政策
が打ち出された。

（注）網掛けは所得主導型成長に関連した項目。
（資料）企画財政部発表資料

図表５　文在寅政権の経済政策の柱

持続的成長に向けての
パラダイムシフト
（2017年７月）

2018年の経済政策
（17年12月）

2019年の経済政策
（18年12月）

2020年の経済政策
（19年12月）

１．賃金主導型成長 １．雇用創出と所得改善 １．経済の強化 １． 成長モメンタムの復
活

２． 雇用創出につながる
経済の建設

２．革新成長 ２．産業のリストラ ２．産業革新の推進

３． 公正な競争（含む財
閥改革）

３．公正の促進 ３． 包摂的成長（所得主
導成長と公正な経済
を包含する概念）

３．経済のリストラ

４． 革新成長（イノベー
ションを通じた成
長）

４．マクロ経済の安定化 ４．未来のための準備 ４．包摂的成長の推進

５． 中長期的課題への取
り組み

５．未来のための準備
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その一つが、製造業の再生をめざした「製
造業ルネッサンスビジョン」である。韓国で
低成長が続くなかで、際立っていたのが製造
業の不振である。製造業の成長率は2000年代
に年平均6.4％と、サービス産業の伸び（4.6％）
を上回ったが、10年代に入ると、サービス産
業を下回る年が多くなった（図表６）。
文大統領は19年６月19日、京畿道（キョン

ギド）の安山（アンサン）市で開かれた「製
造業ルネッサンスビジョン宣布式」で、製造
業全体の再生を図ると表明した（注17）。演
説のなかで、「製造業はわが経済の根幹であ
る」と述べた。製造業はGDPの約３割を占め、
輸出額の90％を担い、450万人の良質な雇用
を創出している。研究開発費の80％以上が製

造業であるという数字を示して、製造業は成
長のエンジンであり、雇用創出と革新の源泉
であるとして、その役割を再評価した。
その一方、第４次産業革命や新興製造強国
の台頭など製造業を取り巻く環境が最近急変
しているなかで、メモリ半導体に続く新産業
が育っていないこと、この10年間の主力10大
産業が変化していないことに触れて、従来の
キャッチアップ型から革新先導型の産業構造
への転換が至急の課題になっていると指摘し
た。中国では製造業2025、ドイツではインダ
ストリー 4.0などを通じて強化が図られてい
るように、韓国では「製造業ルネッサンスビ
ジョンと戦略」を通じて製造業の強化を図る
方針を示した。
実現をめざす目標として、30年までに世界
４大製造強国になる、製造業の付加価値率を
現在の25％から30％以上に引き上げる、新産
業・新品目の割合を16％から30％にすること
などが掲げられた。新産業としては、
OLED・次世代ディスプレイ、システム半導
体、バイオヘルスなどが主力10大業種に入る
と展望している（図表７）。後述するように、
いずれも企業が現在力を入れている分野であ
る。
政府は目標を実現するために、「スマート
化・親環境（環境に優しい）化・融合化によ
る製造業の革新加速」、「未来に向けた新産業
育成と既存主力産業の高付加価値化」、「産業
エコシステム全般の革新」、「国内投資に対す（資料）韓国銀行、Economic Statistics System

図表６　製造業とサービス産業の成長率
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る支援の強化」などを推進する。
「製造業ルネッサンスビジョン」の狙いは、
イノベーションを通じて既存の主力製造業の
革新を図ることであり、経済政策の柱の一つ
である革新成長と内容的に重なるものであ
る。ちなみに、19年度予算で革新成長の８大
先導事業として、未来型自動車、ドローン、
エネルギー新産業、バイオヘルス、スマート
工場、スマートシティ、スマートパム（未来

型農業）、フィンテックが指定された。
スマートシティは、ビッグデータやAIな

ど最新技術を活用して都市が直面する問題を
緩和し、自然との調和を図るという点だけで
なく、新たな産業創出の場になる（注18）。
現在、建設されているスマートシティには、
東灘（ドンタン）新都市、板橋新都市、坡州
（パジュ）新都市、松島（ソンド）U-Cityな
どがある。

（資料）관계부처 합동［2019］の22頁

図表７　製造業ルネッサンス宣言（19年６月）で示された製造業の今後

2018年
順位 業種 付加価値比重（％）
１ メモリ半導体 9.4 

２ 内燃車・部品 8.3 

３ 金属製品 6.5 

４ 汎用鉄鋼製品 4.9 

５ 機械要素 4.7 

６ 汎用石油化学製品 4.4 

７ その他電機機械・装置 4.1 

８ OLED・次世代ディスプレイ 4.0 

９ 通信機器 3.9 

10 汎用ゴム・プラスチック製品 3.6 

11 LCD 3.5 

12 既存推進方式の船舶 3.0 

13 システム半導体 3.0 

14 食料品 2.6 

15 衣服 2.5 

16 バイオヘルス 2.5 

17 石油・石炭製品 2.3 

18 先端加工装置 2.0 

19 精密機器 2.0 

20 その他電子部品 1.5 

21 コンピュータ・事務機器 1.5 

22 家電 1.3 

23 その他非金属鉱物 1.3 

24 ガラス・同製品 1.3 

25 パルプ・紙類 1.2 

2030年
順位 業種 付加価値比重（％）
１ メモリ半導体 10.2 

２ 金属製品 5.5 

３ OLED・次世代ディスプレイ 5.3 

４ 内燃車・部品 5.1 

５ 通信機器 4.5 

６ システム半導体 4.4 

７ 汎用鉄鋼製品 4.0 

８ 機械要素 3.9 

９ バイオヘルス 3.9 

10 機械要素 3.7 

11 その他電機機械・装置 3.7 

12 親環境船舶 3.3 

13 汎用ゴム・プラスチック製品 3.0 

14 先端加工装置 2.6 

15 食料品 2.5 

16 石油・石炭製品 2.4 

17 未来車・部品 2.3 

18 衣服 2.0 

19 精密機器 1.8 

20 ガラス・同製品 1.7 

21 二次電池 1.6 

22 産業用繊維 1.4 

23 高付加価値鉄鋼 1.4 

24 コンピュータ・事務機器 1.4 

25 化粧品 1.4 
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文政権になってからは、スマートシティ事
業は第４次産業革命委員会傘下のスマートシ
ティ特別委員会が策定した「スマートシティ
推進戦略およびロードマップ」にもとづき、
民間の協力を得ながら政府主導で推進してい
る。18年１月に発表された「スマートシティ
推進戦略」では、世宗市５-１生活圏と釡山
エコデルタシティの建設が進められることに
なった（注19）。世宗市５-１生活圏では、
自動運転、精密地図、３次元空間情報システ
ムなどの技術を基盤に、自動運転走行特化型
都市をめざしている。スマートモビリティ専
用道路を設置し、21年から自動運転バスを運
行するほか（19年11月より実証試験開始）、
歩行者の安全確保を強化するために、スマー
ト交通信号機・横断歩道などを設置する。

（3）半導体産業の強化

製造業の再生と密接に関連するのが、19年
に官民が協力する形で、半導体産業の強化に
本格的に乗り出したことである。
韓国の半導体産業は素材や製造装置を輸入

して、製造に特化する分業体制にもとづいて
急速に発展した。世界市場でシェアを上げる
一方、メモリ半導体への偏重、研究開発力の
弱さ、素材や製造装置の海外依存などが問題
点として指摘されていた。こうした状況下、
産業通商資源部は18年に研究開発人材の育成
を図る方針を打ち出したほか、製造装置の国
産化率を22年に30％に引き上げることを目標

にした。19年に半導体産業の強化を本格化し
た背景に、中国企業による国産化と日本政府
による対韓輸出管理の強化がある。それぞれ
についてみてみよう。

①中国企業による国産化
中国政府は14年「国家集積回路産業発展推
進綱要」を制定し、集積回路を国家の安全を
保障する戦略的、基礎的、先導的な産業とし
て位置づけ、30年までに集積回路産業の主要
分野で先進国レベルに達するという目標を掲
げた。15年８月に打ち出された「中国製造
2025」では、核心基礎部品（含む集積回路）
とカギとなる基礎材料の自給率を20年までに
40％、25年までに70％にすることが目標にさ
れた。大規模な投資基金の設立により多くの
プロジェクトが動き出し、韓国企業の警戒感
も高まった。
ただし、中国の半導体の国産化はトランプ
前政権の対中経済制裁強化によりブレーキが
かかった（注20）。アメリカの調査会社 

IC Insightsは21年１月、中国の自給率は20年
時点で15.9％（中国企業は5.9％）、25年でも
19.4％にとどまり、目標である25年の70％の
達成は困難であるという見通しを発表した
（注21）。
中国企業による国産化の動きに対抗するた
めに、韓国企業は中国企業との格差を広げる
取り組みを強化している。サムスン電子は近
年、微細化水準の高い最先端メモリとともに、
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第４次産業革命の進展に伴い需要が伸びると
見込まれるプロセッサやイメージセンサー、
システム半導体などの生産に力を入れてい
る。システム半導体はマイクロプロセッサや
メモリ、イメージセンサー、アナログ回路な
どを１個の大規模集積回路のなかに混載した
もので、付加価値が高い。オーダーメイド型
のプロセッサやシステム半導体事業を成長さ
せるには受託生産（ファウンドリー事業）を
増やす必要がある。
サムスン電子は19年４月に「半導体ビジョ

ン2030」を発表した。30年までにシステム半
導体の研究開発と生産施設拡充のために133

兆ウォン（研究開発に73兆ウォン、最先端生
産インフラに60兆ウォン）を投資し、専門人
材を１万５千名採用して、メモリだけでなく、
システム半導体市場でも世界１位をめざす大
胆な目標を掲げた。
ファウンドリー世界最大手のTSMC（台湾）
との差は大きいが（注22）、華城（ファソン）
工場にEUV（極端紫外線）専用のファウン
ドリーラインを建設した（20年２月稼働）。
また、20年８月に稼働した平澤工場の第２棟
では、EUVを使用した最先端DRAMの生産
が始まった。その後NAND型フラッシュメモ
リ、EUV専用のファウンドリー向けの生産
が順次始まる。
プロセッサやシステム半導体事業を成長さ

せるには受託生産を増やす必要がある。ファ
ウンドリー事業の拡大を図っているのはこの

ためである。また、メモリが少品種大量生産
と垂直統合型生産（設計から製造・検査まで
一社が統合）であるのに対して、システム半
導体の生産方式は多品種少量生産と水平分業
であるため、事業の拡大には、設計を担う専
門業者とデザインハウスなどの成長が不可欠
となる。「半導体ビジョン2030」のなかでも、
ファウンドリー事業の拡大と技術の共同利用
を通じて、ファブレスとデザインハウスの成
長を促し、エコシステムの強化を図っていく
と記されている。政府や研究機関と協力しな
がら、エコシステムを構築していけるかが今
後の課題である。
サムスン電子のビジョン発表直後、韓国政
府は「システム半導体ビジョンと戦略」を打
ち出した。ファブレスでの世界シェアを18年
の1.6％から30年に10％へ、ファウンドリー
で16％から35％へ引き上げることが目標に盛
り込まれた。ファブレスの需要創出では、自
動車、バイオ・医療、IoT家電、エネルギー、
先端ロボット・機械などが重点分野とされた。
このように、官民による半導体産業の強化が
始まったのである。

②日本の対韓輸出管理の強化
半導体産業の強化を本格化させたもう一つ
の背景に、日本政府による対韓輸出管理の強
化がある。経済産業省は19年７月１日、輸出
管理の前提になる両国間の信頼関係の喪失と
韓国の輸出管理における不適切な事案発生を
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理由に、輸出管理で優遇措置を与えていた「ホ
ワイト国」（現在「グループA」）から韓国を
除外する方針を示すとともに、特定品目（フッ
化ポリミイド､EUV向けフォトレジスト、
フッ化水素）を包括輸出許可から個別許可に
切り替えると発表した。これら３品目は韓国
の主力産業である半導体と有機ELパネルの
生産に不可欠で、日本企業が高いシェアを占
める。
韓国政府はこの措置を日本政府による事実

上の報復措置（徴用工問題などに対する）と
受け止めて反発した。韓国国内で日本製品ボ
イコット運動が広がった。注意したいのは、
これを契機に、韓国政府が国産化に向けた取
り組みを加速させたことである。
７月上旬から中旬にかけて３回開催された

対策会議で基本的な方向が決められた。８月
５日には、洪経済副首相が、すでに個別許可
制になった３品目を含む100品目を戦略的革
新品目に指定し、７年間で７兆8,000億ウォ
ンを投入して国産化を図ると表明した。この
うち３品目を含む20品目については、１年以
内に供給安定化（国産化と日本以外の国から
の輸入）を図る方針を示した。こうした政策
を推進していくために、財政面では研究開発
予算が増額された。まず、19年度の補正予算
で2,732億ウォンを研究開発支援に充てるほ
か、20年度予算案において、研究開発予算を
前年度比17.3％増、工業・中小企業・エネル
ギー予算を同27.5％増と大幅に増やした。

韓国の大企業もグループ企業や国内の素材企
業と協力しながら国産化に取り組んだ。
その結果、LGディスプレイがいち早く
日本製フッ化水素を国産フッ化水素に切り替
えた。ディスプレイは半導体よりも微細化水
準が低いため、純度の低いフッ化水素を使用
出来る。
半導体企業の動きをみると、日本政府によ
る対韓輸出管理の強化発表後、サムスン電子
はJSRとベルギーのIMEC（ナノエレクトロ
ニクス技術研究の先端的研究機関）が15年末
に設立した合弁会社からEUV向けフォトレ
ジストの調達を増やした。前述したように、
次世代半導体の製造には超微細な回路の形成
が必要で、この過程でEUVが使用されるた
め、サムスン電子にとっては死活問題であっ
た。
サムスン電子はまた、19年９月、製造工程
の一部に、国産フッ化水素を投入し始めたと
発表した（注23）。調達先は明らかにしなかっ
たが、ソルブレイン（솔브레인）とラムテク
ノロジー（램테크놀러지）であることが後日
判明した（注24）。ソルブレインはこれまで
日本のステラケミファから輸入した高純度の
液体フッ化水素をエッチング剤に精製すると
ともに、中国から輸入していたフッ酸を高純
度のフッ化水素に精製していた。20年１月に、
高純度の液体フッ化水素の量産体制を確立し
て、半導体企業へ供給するようになった結果、
日本企業製の超高純度のフッ化水素は製造工



ポスト文在寅政権へ向かう韓国

環太平洋ビジネス情報  RIM  2022  Vol.22  No.84  177

程の一部でのみ使われるようになった。
韓国のもう一つの半導体メーカーである

SKハイニックスも品質テストを経て、19年
10月より国産フッ化水素を使用し始めたと報
道された（注25）。同社はラムテクノロジー
が製造した液体フッ化水素を使用し始めた
（注26）。さらにグループ企業のSKマテリア
ルズが20年６月17日、高純度の気体フッ化水
素の量産を開始したと発表した。
このほか、韓国の素材メーカーの東進（ト

ンジン）セミケムはEV用フォトレジストの
直前の段階であるフッ化アルゴンの生産を開
始した。最近では、韓国企業の日進マテリア
ルズが、これまで日本企業が独占していた半
導体パッケージに使われる２マイクロメート
ルの極薄銅箔をサムスン電子に出荷したと報
じられている。
こうした韓国企業による国産化の動きとな

らんで、注目したいのは、海外企業による
韓国内生産の動きである。シリコンウエハー
で世界第３位の台湾系企業が韓国で増産する
ほか、デュポン（アメリカ）が20年１月、
EUV向けフォトレジストを韓国で生産する
計画を発表した。韓国政府が海外企業の誘致
を積極的に図ったこともあろうが、デュポン
には、韓国の半導体メーカーの近くで生産す
ることでシェアを上げる狙いがあると考えら
れる。
さらに、半導体製造装置メーカーのラムリ

サーチ（アメリカ）がR&Dセンターを建設

すると報道されている。京畿道では素材・製
造装置メーカーやR&Dセンターを集積させ
てクラスター化を進める計画があるため、現
地生産する企業には有利になる。
シリコンウエハーやフォトレジストなど、
日本企業が圧倒的に高いシェアを占める素材
分野で韓国内での生産が進めば、日本企業の
シェアの低下につながる恐れがある。このた
め、日本企業でも現地生産の拡大や現地化を
進める動きが広がっている（図表８）。製造
装置でも、東京エレクトロンが20年１月、サ
ムスン電子の工場がある平澤市で、技術支援
センターを竣工したと発表した。ここでは次
世代半導体装置の研究開発を進める予定であ
る。
以上のように、19年は文政権が所得主導成
長政策の速度を調整する一方、国産化や研究

（資料） 日経産業新聞（2020年８月14日）、「半導体素材、韓
国生産へシフト」

図表８　日本の素材メーカーの動き

日本の素材メーカーは韓国メーカーとの取引維持へ動く

信越化学工業 特定企業で３年間は個別輸出許可が
不要な仕組みを活用

東京応化工業 EUV用レジストの韓国工場での量産
開始

ADEKA
DRAM向け電子材料の韓国での生産
開始

関東電化工業 半導体回路の形成用材料の韓国での
生産開始

太陽ホールディングス 半導体基板に使われる絶縁フィルム
で韓国に新工場

東ソー 半導体製造装置用の石英ガラス工場
を韓国に建設

JSR
ベルギーでの合弁会社からEUVレジ
ストを輸出
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開発支援の強化に乗り出すことにより、政権
発足当初の経済政策の４番目の柱であった革
新成長に関連した政策が結果的に進んだ年に
なった。

（注17） 演説文は、韓国大統領府のウェブサイトの제조업 르

네상스 비전 선포식（2019年６月19日）を参照。
（注18） この点は、４차산업혁명위원회（第４次産業革命委

員会）・관계부처합동［2018］を参照。
（注19） 釡山エコデルタスマートシティでは、水管理とロボットを

活用したサービスに重点が置かれている。都心のビル
型浄水場で地域内の雨水などを処理して市民に直接
供給する次世代分散型給水技術を導入するほか、施
設点検、駐車取り締まり、パトロールなどにロボットを投
入する計画である。

（注20） 最先端の半導体を製造するにはEUVを使用する必要
があるが、EUV向け露光装置を製造しているASML（オ
ランダ）が中国企業への供給を中断している。

（注21） IC Insights RESEARCH BULLETIN, January 6, 2021
（注22） トレンドフォースによれば、21年４～６月期は、世界市場

でのTSMCのシェアが52.9％であるのに対して、サムス
ン電子は17.3％である。

（注23） 朝鮮日報日本語版、2019年９月３日
（注24） KBSテレビ시사기획 창（時事企画『窓』）「소재독립, 

끝나지 않은 전쟁」（素材独立　終わらない戦争）　
http://news.kbs.co.kr/news/view.do?ncd=4486715

（注25） Reuters、2019年10月２日
（注26） ソルブレインは86年の創業で、90年代に入ってハイテク

材料の生産を開始した。同社に関しては、http://www.
soulbrainholdings.co.kr/を参照。他方、ラムテクノロジー
は2001年の設立で、半導体やディスプレイ向けの化学
素材を製造している。同社に関しては、http://www.
ramtech.co.kr/を参照。

３．�コロナショックへの対応を
迫られた 20年

20年の経済成長率は中国で始まった新型コ
ロナウイルスの感染が世界中に広がり、韓国
でも景気が急激に悪化した。７月に、経済の
立て直しを目的にコリアンニューディールが
発表された。

（1）�ショック対策のコリアンニューディー
ル

20年の実質GDP成長率は新型コロナ感染の
広がりによる影響で▲0.9％になった。2000

年代以降では初のマイナス成長である。
中国で始まった新型コロナウイルスの感染
が世界中に広がり、世界的に景気が急激に悪
化した。韓国では20年１～３月期に外出自粛
により民間消費が前期比▲6.6％と急減し、
実質GDP成長率は同▲1.3％になった。続く
４～６月期は輸出が同▲15.9％と落ち込んだ
ことにより、成長率は同▲3.2％と、２期連
続のマイナスになった（図表９）。
景気が急速に悪化したため、韓国政府は

（資料）韓国銀行、Economic Statistics System

図表９　主要需要項目の前期比伸び率（季調済）
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５月までに２回の補正予算を組んで緊急経済
対策を実施した。第２次では、１世帯当たり
最大で100万ウォン（約８万8,000円）の支援
金を支給した。さらに６月３日、雇用助成金
の増額を含む第３次補正予算を組んだ後、コ
ロナ禍で打撃を受けた小規模事業者や国民の
生計支援に乗り出した。また、消費を喚起す
るために、自動車の個別消費税（５％）を一
時的に引き下げた（20年１～６月は1.5％、
同年７月から21年末まで3.5％）。
７月には、コロナ禍で疲弊した経済を立て

直す目的で、コリアンニューディールが発表
された。それは、①デジタルニューディール
（5G ネットワークやAIの強化、デジタル化の
推進など）、②グリーンニューディール（環
境に優しいモビリティやエネルギーの実現な
ど）、③より強固なセーフティネットから構
成され、25年までの目標や投資計画などが示
された。
デジタルとグリーン分野でのニューディー

ルは疲弊した経済を立て直すとともに、新た
な成長力を生み出すことが目標であるが、グ
リーンニューディールに関連して打ち出され
たものに目新しいものはなく、セーフティ
ネットの強化は包摂的成長と内容的に重な
る。むしろ、コロナ禍で浮き彫りになったの
は、医療・学校・銀行・行政機関などで非接
触型サービスの必要性が高まったにもかかわ
らず、十分に提供出来ていないこと、企業や
国民の間にデジタル技術の利用で格差が存在

することである。これらの問題を解消するた
めに、デジタル化を一気に進めて、新たなサー
ビス産業につなげていくのが、コリアン
ニューディールの最大の狙いといえる。
今後、デジタルとグリーン分野のニュー
ディールが成功するためには、人材の育成・
確保が重要であるため、人材育成に関する施
策が列挙されている。AIとソフトウエア分
野では、研究機関と大学の協力を得て10万人、
グリーン分野で２万人が訓練を受けることが
出来るようにする。また、職業訓練の内容を
未来志向的産業に適合するように改編して、
企業や大学、イノベーション機関で受講出来
るようにする。デジタル格差の是正に関して
は、中小企業に対して訓練プラットフォーム
を提供する、地方で超ハイスピードのイン
ターネットを使えるようにする、デジタル教
育を受講出来る場を創設するなどが盛り込ま
れた。
政府はコリアンニューディール政策を実施
していくために、９月に第４次補正予算を編
成した。また、韓国銀行が政策金利を３月に
0.5％ポイント、５月に0.25％ポイント引き下
げた。政策金利は過去最低の0.5％になった。
こうした景気対策に加えて、輸出が回復に
向かったことにより、実質GDP成長率は20年
７～９月期に前期比2.2％、10～ 12月期に同
1.1％になり、通年では▲0.9％になった。
景気回復の牽引役になったのは輸出で、７
～９月期に同16.3％増、10～ 12月期に同5.3％



180  環太平洋ビジネス情報  RIM  2022  Vol.22  No.84

増になった。主要輸出品目である半導体は20

年後半から増勢が強まった。この背景には、
最大の輸出先である中国でいち早く経済活動
が再開したことと、コロナ禍で世界的にデー
タ通信量が急増し、データセンターが各地で
増設されたことがある。
韓国政府は21年入り後も、景気対策とコロ

ナ関連対策（感染予防、小規模事業者や国民
の生計支援ほか）を目的に２回の補正予算を
組んだ。２回目の補正予算には、高所得者を
除く国民１人当たり25万ウォンの支援金給付
も含まれる（20年は世帯当たり最大で100万
ウォン）。さらに、コリアンニューディール
の推進のために、21年度予算、22年度予算と
もに前年度比８％台の高い伸び（過去10年間
平均の伸びは６％台）となった。
所得主導成長に関連した政策の実施のため

に、17年から19年まで毎年１回補正予算を編
成し、コロナ対策や経済の立て直しを目的に
20年は４回、21年は２回の補正予算を組んで
きたように、文政権下で財政支出が大幅に拡
大した。これに伴い、国債を発行してきた結
果、比較的健全であった韓国の財政が急激に
悪化している。政府債務残高の対GDP比率は
18年度の36.0％から20年度に43.9％、22年度
には50.0％へ急上昇する見通しである。さら
に、同予算案と同時に発表された「財政収支
と政府債務の中期見通し」によれば、25年度
に58.8％へ上昇する見通しである（図表10）。
ち な み に、IMFは「Fiscal Monitor, October 

2021」で、韓国の政府債務残高の対GDP比率
が26年に66.7％へ上昇し、今後５年間の伸び
率は先進国で最も高くなると予想している。

（2）次世代産業分野に投資する大企業

文政権が次世代産業の育成に以前よりも注
力し始めた一方、韓国の大企業の動きをみる
と、国内外で今後成長が期待出来る分野への
投資を拡大している。半導体産業に関しては
前述したので、ここでは未来型自動車（EV

や自動走行関連の動き）について触れる。
現代自動車グループは（注27）、18年９月
に首席副会長に就任した鄭義宣（チョン・ウィ
ソン、鄭夢九会長の長男）のリーダーシップ
の下で、急ピッチで改革を進めている。これ

（注）23年度以降は見通し。
（資料）企画財政部

図表10　政府債務残高の対GDP比
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まで進めてきたことは、①中国やアメリカな
どの主力市場での販売立て直し、②エコカー
のラインナップの充実とCASE（コネクテッ
ド、自動運転、シェアリング、電動化）への
積極的対応、③それに向けての研究開発投資
の拡大、④未来に向けた事業の再構築などで
ある。

EVでは、燃料電池車（FCEV）のix35、
NEXOのほかに（注28）、IONIQ（中型セダン）、
KONA（小型SUV）を生産している。17年に
韓国で生産を開始した小型SUVタイプのEV

であるKONAを18年からアメリカ市場へ投入
した。KONAの投入は、大型SUVパリセード
とならんで、同社のアメリカでの販売回復に
寄与している。ちなみに、現代自動車のアメ
リカでのシェアは18年の3.9％から21年（10

月まで）に5.3％へ上昇した。
EVのなかでも、現代自動車がとくに力を

入れているのがFCEVである。18年12月、現
代自動車グループの現代モービスの燃料電池
システムの第二工場開所式で、「FCEVビジョ
ン2030」を発表した。FCEVの生産能力を18

年の年3,000台から22年に４万台、30年には
50万台にすることを目標に、現代自動車グ
ループは系列部品企業と連携しながら今後
７兆6,000億ウォンを投資する計画である。
20年７月には、FCEVトラックのエクシエン
ト10台をスイスに輸出した。スイスを拠点に
欧州へ輸出する計画である。
また、同年12月１日、これから市場に投入

するEVに採用する新しいプラットフォーム
E-GMPを発表した。E-GMPをベースに、25

年までに23モデルのEVを導入、世界で100万
台の販売をめざすなど、電動化への取り組み
を加速している。
自動走行技術の開発では、外部との連携を
積極的に進めている。18年以降、無人航空技
術分野で Top Flight Technology（アメリカ）、
自動走行技術関連分野でNetradyne（アメリ
カ）に出資したのに続き、19年９月、アメリ
カの自動車部品企業の大手であるAptive（旧
Delphi Automotive）と提携して、自動走行な
どに関する技術の導入を進めていくことを発
表した。これらに関連して、研究開発費を19

年以降、５割以上増やす方針である。
未来産業に関しては、19年秋に、将来の事
業を自動車50、小型航空機30、ロボット20の
比重にし、スマートモビリティサービスを提
供する構想を打ち出した後、同年12月、中期
的戦略である「現代自動車2025戦略」を発表
した（注29）。

EVの海外での最大販売先は環境規制を強
化している欧州である。従来のIONIQに加え
て、18年下期から小型SUVのKONAを投入
（韓国から輸出）した。KONAの欧州での販
売台数は19年に21,970台となり、その年の輸
出台数の３分の２近くを占めた。20年はコロ
ナショックにより自動車販売台数が前年比 

▲24.3％となったが、KONAの販売は前年水
準を大きく上回る46,561台となった。現代自
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モーターショーに、高性能のEVや次世代EV

のコンセプトカーなどを公開した（注30）。
今後、EVシフトにより中国での販売を立て
直していくと予想されるが、EV市場ではア
メリカ企業のテスラを除き中国企業が上位を
占めているため、立て直しは容易ではない。
注目したいのは、近年東南アジア諸国での
事業を拡大していることである（注31）。市
場の拡大が見込めるほかに、EVシフトの流
れに乗って新たな需要を取り込む狙いがあ
る。インドネシアではLG電子と合弁でEV

バッテリー工場を建設していく。

EVバッテリー
EVバッテリーに関しては、韓国ではLG化
学やサムスンSDI、SKイノベーションなど主
要財閥グループが生産している（図表12）。
世界的にみると、CATL（中国）、LG化学、
パナソニック（日本）が上位３社で、サムス
ンSDIがそれに続いている。

LG化学は韓国（益山）での生産に続いて、
13年にアメリカ、15年に中国（南京市）、18

年にポーランドでの生産を開始した。今後、
中国では吉利汽車と、アメリカではGMと合
弁でEVバッテリー工場を建設する計画であ
る。将来のEV需要の増加を見込んで、バッ
テリーの安定供給を図りたい自動車メーカー
と、投資負担の軽減を図りたいLG化学側の
利害が一致したものである。なお、LG化学
は20年にバッテリー事業部を分社化し、LG

動車は21年９月にドイツのミュンヘンで開催
された国際モーターショーで、欧州市場で販
売する全車種をEVにすると発表した。
こうした一方、17年から販売台数が急減し

た中国では厳しい状態が続いている。19年後
半から一旦は増加したが、コロナショックに
よって再び落ち込み、その後の回復も緩やか
で、20年も前年水準を大幅に下回った
（図表11）。

20年10月、７～９月期の決算と一緒に発表
さ れ た「Business Strategy in China」 で は、
中国市場専用のEVの投入が盛り込まれた。
北京現代は現在、EVとしてエラントラ、ラ
フェスタ、KONA、PHVとしてソナタを生産
している。20年９月に開催された北京国際

（資料）現代自動車ウェブサイト

図表11　現代自動車の販売台数
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エナジーソリューションになった。
サムスングループでは、サムスンSDIがEV

バッテリーを生産している。同社は09年に
ボッシュ（独）との合弁でバッテリーの開発
に取り組んだ。開発した技術のうち、ボッシュ
が電池制御技術、サムスンSDIがバッテリー
セル技術を保有した。サムスンSDIは韓国の
蔚山で生産を開始した後、15年に中国の西安
市で、17年にはハンガリーで生産を開始した。
現在、同社はBMWやVWなどに供給してい
る。
他方、石油精製・石油化学が主力事業の一

つであるSKグループは、将来的にガソリン
需要が減少することが予想されるため、EV

バッテリー事業へ参入した。海外展開はLG

化学とサムスンSDIに遅れたが、最近になり

積極化している。すでに生産を開始したハン
ガリーと中国で工場を増設している。また同
社は19年３月、アメリカのジョージア州で起
工式を行い、22年に量産を開始する予定であ
る。
このように、韓国のEVバッテリーメーカー
は韓国、中国、アメリカ、欧州（ポーランド
やハンガリー）に生産拠点を設けて、EVメー
カーへの供給を図る戦略である。
近年、韓国の大企業は、中国の習近平政権
での新常態への移行や中国製造2025、アメリ
カのトランプ政権のアメリカ第一主義や中国
に対する経済制裁、バイデン政権の中国に依
存しないサプライチェーンの構築などへの対
応に追われた。とくに最近、米中の対立がエ
スカレートするなかで、韓国企業は難しい選
択を求められている。

21年５月に開催された韓米首脳会談で、両
国首脳は韓米同盟の意義を再確認し、安全保
障を超えた広い分野で協力することに合意し
た。注目されたのが、バイデン政権の中国に
依存しないサプライチェーンの構築に韓国企
業が協力することになったことである。首脳
会談に合わせて開催されたビジネスラウンド
テーブルで、４大財閥（サムスン、現代自動
車、SK、LG）がアメリカでの投資計画を発
表した。
サムスングループは170億ドル投資して、
ファウンドリー工場を新設する計画を明らか
にした。5G通信やAI分野の最先端（３ナノ

（資料）各種報道より日本総合研究所作成

図表12　 EVバッテリーメーカーの最近の主な
動き

LG化学

電池事業部門が独立
して、現在LGエナ
ジーソリューション

・  韓国、アメリカ、中国、ポーランド
で生産

・  中国（吉利）とアメリカ（GM）で
合弁工場を建設する計画

・  インドネシアで現代自動車と合弁
工場を建設する計画

サムスンSDI ・  韓国（蔚山）、中国、ハンガリーで
生産

・BMWとの連携強化
・  国内の陽極材メーカーのEcoPro BM
と合弁企業設立

SKイノベーション ・韓国（瑞山）で生産
・  中国で合弁企業設立、21年生産開始
・  アメリカで工場を建設中（22年量産
開始予定）
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クラス）半導体を生産するとの見方がある。
すでにTSMC（台湾）とインテル（アメリカ）
がアメリカでの工場建設を表明しているの
で、アメリカの半導体生産能力が大幅に増強
されることになる。
現代自動車グループは22年にアメリカで

EVを生産するなど、25年までに74億ドルを
投資する方針を明らかにした。バイデン政権
の進める脱炭素の動きに沿ったものである。
そのほか、SKグループはアメリカのフォー
ドと合弁企業を新たに設立して、EVバッテ
リーの共同開発と量産をしていくこと、LG

グループはアメリカのGMとの合弁でEVバッ
テリー工場を建設中であることを明らかにし
た。両グループの投資額は合わせて140億ド
ル規模になる。将来のEV需要の増加を見込
んで、バッテリーの安定供給を図りたい完成
車メーカーと、投資負担の軽減を図りたい
韓国企業の利害が一致したものである。
このように、韓国の大企業は次世代成長分

野への投資を拡大している。

（注27） 現代自動車グループは自動車・自動車部品事業と鉄
鋼事業の二つをコアビジネスとしている。現代自動車を
中核に、起亜自動車や現代モービス、現代ウィア、現
代製鉄などがグループに属している。

（注28） 燃料電池車は水素と酸素を化学反応させて作る電気
でモーターを動かす。

（注29） 현대자동차［2019］
（注30） 毎日経済新聞（日本語版）2020年９月27日、「現代・

起亜自『2020国際モーターショー』に参加」
（注31） この点は、向山英彦［2021a］を参照。

４．�経済政策の評価と新たな問
題

つぎに、これまで述べてきた内容を踏まえ、
文政権の経済政策を評価するとともに、新た
に生じた問題を取り上げた後、文政権に期待
した若者が失望に転じたことに触れる。

（1）経済政策の評価

これまで述べてきたように、文政権は韓国
を取り巻く経済環境の変化に伴い、経済政策
の重点をシフトしてきた。当初の理念的なも
のから「現実的」なものへ変化してきたとい
える。ただし、政策やその背後にある考えの
誤りを認めて修正したのではなく、なし崩し
的に変えてきたのが実状である。
それは財閥改革にもあてはまる（注32）。
文大統領は就任直後、「財閥改革の先頭に立
ちます」と表明したが、政策の重点がシフト
するのに伴い、財閥の力を借りるようになっ
た。次世代成長分野への投資や研究開発への
支援、韓米首脳会談での協力要請（注33）、
サムスングループの事実上のトップである 

李在鎔の恩赦などはその端的な例といえよう。
主要な経済・社会指標において、文政権の
これまでの実績を朴前政権と比較すると
（図表13）、以下のことが指摘出来る。
第１に、経済成長率や雇用面において、前
政権を下回っていることである。コロナ
ショックによる影響が大きいとはいえ、雇用
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に関しては、所得主導成長に関連した政策を
進めた影響もある。最低賃金を生産性の上昇
を超えて引き上げれば、雇用面にマイナスの
影響が出てくることは内外の機関や研究者か
ら指摘されたが、文政権はそれを無視して、
２年連続で10％以上引き上げた。所得主導成
長が看板政策であったこと、最低賃金を22年
に１万ウォンにすることを公約に掲げたこと
が影響したものと考えられる。
しかし、副作用が顕在化したため、３年目

以降は引き上げ幅が抑えられ、22年の最低賃
金は9,160ウォンと、公約を果たせなかった。
所得主導成長も19年から包摂的成長のなかに
組み込まれ、経済政策の柱から消えた。事実
上、所得主導成長は頓挫した。
第２に、財政が急激に悪化したことである。

所得主導成長に関連した政策の実施や新型コ
ロナ対策などを目的に、補正予算や大型予算

を編成したことにより、財政が急激に悪化し
た。前述のように、政府債務残高の対GDP比
率は18年度の36.0％から22年度に50.0％へ急
上昇する見込みである。他国と比較すると
（注34）、韓国の財政は相対的には健全とはい
え、悪化ペースが速い。
第３に、ジニ係数や高齢者の相対的貧困人
口比率で若干の改善がみられることである。
これには、最低賃金の引き上げや高齢者向け
基礎年金額の増額などが寄与したものと考え
られる。
社会指標では、合計特殊出生率が一段と低
下した。この点については、文政権下で生じ
た家計債務の増加と住宅価格の高騰が背景に
あり、（2）で取り上げる。

（2）増加した家計債務と高騰した住宅価格

21年８月26日、韓国銀行が政策金利を0.5％

（注）括弧で表示されていないのは政権期間の単純平均。
（資料） ①と⑧は韓国銀行「Economic statistics System」、②、③、⑨、⑩は統計庁「Social Indicators in Korea 2020」、⑥と⑦は「The 

Survey of Household Finances and Living Conditions in 2020」、④、⑤は本文の図表参照

図表13　朴政権と文政権の経済・社会指標の比較

朴政権（13～17年） 文政権（17～22年） 注記
①実質GDP成長率 3.10％ 2.30％ *21年は4.0％と仮定
②失業率 3.50％ 3.80％ 文政権は20年まで
③雇用者数前年比増減 35.4万人 12.4万人 文政権は20年まで
④大学生の就職率 67.16％ 67.00％ 文政権は19年まで
⑤政府債務残高（対GDP比） 39.7％（17年） 50.2％（22年度予算）
⑥ジニ係数 0.355（16年） 0.339（19年）
⑦高齢者の相対的貧困人口比率 45.7％（15年）43.8％（16年） 43.2％（19年）
⑧消費者物価上昇率 1.24％ 1.08％ 文政権は20年まで
⑨住宅価格（17年11月＝100） 98.4（16年12月） 137.1（21年7月） 住宅価格は全国平均
⑩合計特殊出生率 1.17 0.95 文政権は20年まで
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から0.75％、11月25日に1.0％へ引き上げた。
韓国銀行は以前、アメリカのテーパリング（量
的緩和の縮小）に合わせて利上げする方針を
示していたが、その開始よりも早い段階での
利上げとなった。景気が回復基調にあるとは
いえ、新型コロナウイルス感染の影響が依然
として残り、半導体不足や中国経済の減速懸
念など、先行き不安材料が多く存在するなか
での利上げである。
利上げの背景にあるのは、インフレ圧力の

増大と家計債務の増加である。20年通年の消
費者物価上昇率は0.5％であったが、エネル
ギー価格上昇とウォン安などの影響により、
21年５月以降2.5％前後で推移し、10月に
3.2％、11月には3.7％へ上昇した。
インフレ以上に、韓国銀行が警戒している

のが家計債務（家計向けローンと販売信用）
の増加である。21年９月に発表された韓国銀
行の「金融安定レポート」によれば、家計債
務の対GDP比率は21年３月末現在で104.7％
と、１年前から9.1％ポイント上昇した。
家計向けローンの推移をみると（図表14）、

14年から16年にかけてはモーゲージローン
（住宅ローン）が著しく増加した。この時期
に輸出の低迷が続いていたため、当時の朴政
権は内需刺激策の一環として住宅融資規制を
緩和した。その後、韓国銀行による数次の利
下げと相まって、モーゲージローンが増加し
た。住宅投資の増加は景気を下支えした半面、
一部の地域で価格の高騰と家計債務の増加を

招いたため、16年頃から住宅投資の抑制が図
られた。

17年５月に誕生した文政権は格差是正の観
点から、住宅価格の安定化を重要な政策課題
の一つにした。住宅価格の高騰は主として投
資目的の需要によって生じているとの判断か
ら、住宅融資規制の強化や固定資産税率の引
き上げなどを通じてその抑制を図った。融資
規制が強化された結果、モーゲージローンの
増勢はしばらく鈍化していった一方、住宅価
格は18年秋口から19年半ばにかけて一旦は下
落したものの、19年半ばに上昇に転じ、その
後高騰した。21年９月現在の価格は20年１月
時点よりも50％以上の上昇となっている
（図表15）。ソウル首都圏の住宅価格は平均年

（資料）韓国銀行データベース

図表14　家計向けローンの推移
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収の17倍を超えており（注35）、平均的な給
与所得者がこつこつと働いてマイホームをも
つことは極めて難しくなった。
住宅価格の高騰は文政権の失政によるもの

である。市場経済原理に沿って供給を増やし
て価格を安定させるのではなく、投資過熱地
域での住宅融資規制の強化と固定資産税の引
き上げなどを通じた住宅需要の抑制に力点を
置いたからである。しかし、投資を目的にし
た需要は規制をかいくぐるように、規制対象
外になった地域にシフトした一方、居住を目
的とする住宅購入者は少しでも安いうちに購
入しようと、購入を急いだ。コロナ禍での利
下げもあり、モーゲージローンの伸びが再び

強まった。
家計債務の増加に関して注目したいのは、

20年から21年にかけてモーゲージローン以外
のローンが急増したことである（前掲
図表14）。この要因として、コロナ禍で生活
に困窮した人たちが生活費補填のために借り
入れしたほかに、株式投資を始めた若者によ
る借り入れが増加したことがあげられる。
若者の間の株式投資熱は20年に入って大き
な話題になった。証券会社における新規口座
開設では、20歳代と30歳代による開設が半分
以上を占めるようになった。書店には株式投
資に関する書籍が平積みにされ、大学やイン
ターネットでの投資サークルへの参加者が増
えた。若者による株式投資が増えた背景には、
ネット証券の増加や超低金利、コロナ禍での
在宅時間の増加、20年初からの株高など以外
に、韓国固有の事情がある。前述した住宅価
格の高騰と若者の就職難である。韓国では大
学を卒業すれば安定した仕事につき、マイ
ホームをもてる時代は過ぎ去った。ベン
チャー企業家として、あるいは芸能・スポー
ツ界で成功することを除けば、若者がマイ
ホームをもち、親の世代と同レベルの暮らし
を実現させる手段として、株式投資がその数
少ない手段になったといえる。

（3）期待が裏切られた若者

若年層の就職難は97年の通貨危機後、大企
業が大学新卒者の採用数を減らしたことが影

（注１） アパートは５階建以上の集合住宅で、日本のマンショ
ンに相当。

（注２）ソウル首都圏はソウル特別市、仁川広域市、京畿道。
（資料）韓国統計庁、Korean Statistical Information Service

図表15　住宅（アパート）取引価格の推移
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響している。この背景には、コアとなる分野
では即戦力になる専門人材の中途採用（国籍
を問わず）を増やす一方、それ以外の分野で
は非正規職を多く採用するようになったこ
と、グローバル化を進めて国内よりも海外で
の事業を拡大したことがある。
また、大学進学率の上昇に伴い大学生が増

加し、大企業志向が強まったことも影響して
いる。日本と異なり、韓国では大企業に続く
中堅・中小企業の層が薄く、給与・福利厚生
面でも大企業に見劣りすることから、社会的
評価も低い中堅・中小企業への就職を忌避す
る傾向が強い。そうした状況で大企業への就
職の門が狭くなったため、若者は公務員試験
に殺到するようになった。競争率は極めて高
く、こちらも狭き門である。この結果、就職・
試験浪人として留年して予備校に通うなり、
大学院に進学する者が増えた。アルバイトを
して生活する者も多い。

20歳～ 29歳の失業率は2000年の7.5％から
20年に9.0％へ上昇した。これはあくまでも
統計上の数字で、就職活動をしない者を勘案
すると、実態は20％程度とみられる。若者の
就職難や住宅価格の高騰、女性の結婚に対す
るネガティブイメージなどが非婚率の上昇に
つながり（注36）、少子化の要因になっている。
また、結婚しても、教育費の高さやワークラ
イフバランスの難しさなどから出産をためら
う者も多い。こうした結果、合計特殊出生率
は2000年の1.47から20年には過去最低の0.84

になった（図表16）。少子化の加速により、
人口が20年に減少に転じた一方、急ピッチで
高齢化が進んでいる。
韓国では10年代に入り、若年層の置かれた
状況を表す言葉として、恋愛、結婚、出産を
放棄した「三放世代」が登場した。それが10

年代半ばになると、人間関係、マイホーム、夢、
就職までも放棄した「七放世代」となった。
若者たちは公正な社会の実現と雇用の創出
を前面に出した文大統領に期待したが、曺国
（チョ・グㇰ）法相をめぐる一連の不正事件
で公正の実現は裏切られた。雇用の創出も進
まなかった。文政権が実施した最低賃金の大
幅引き上げが小売・飲食業界で非正規職やア
ルバイトとして働いていた若者の働く機会を

（資料）韓国統計庁、Korean Statistical Information Service

図表16　合計特殊出生率の推移
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奪ったほか、公共部門を中心に非正規職の正
規職への転換が新規採用の減少につながっ
た。さらに、若者の生活困窮に追い打ちをか
けたのが新型コロナウイルスの感染拡大で
あった。こうした一連の出来事により、当初
文政権を熱烈に支持した若者たちの文政権離
れが進んだ。21年４月に行われたソウル、 
釡山両市長選挙では政府与党系候補者が敗北
したが、若者の投票行動が大きく影響した。

（注32） 崔順実の国政介入疑惑に関連して逮捕された李在鎔
は、20年５月６日、国民向けの謝罪文のなかで、コンプ
ライアンスを遵守する一方、経営権の世襲は自分の代
でやめると約束した。

（注33） 大統領は首脳会談後の６月２日、大統領府に４大財閥
のトップ（サムスングループ以外は会長が参加）を招い
た昼食会で、各財閥グループがアメリカでの投資計画
を表明し、両国が広い分野で協力していく成果につな
がったことに謝意を表した。

（注34） 2020年のOECDの政府債務残高の報告によると、１位
の日本（254％）、３位のイタリア（156％）、５位のアメリカ
（134％）よりかなり健全であった。

（注35） NUMBEO （2021年）の住宅価格と平均年収の倍率
の世界ランキングによると、韓国の水準（17倍）は、深
圳（46.3倍）、北京（41.7倍）、上海（36.0倍）よりはる
かに低いが、他方、ロンドン（15.7倍）、東京（15.4倍）、
ニューヨーク（10.1倍）を上回っていた。

（注36） 女性の結婚へのネガティブイメージや少子化に関して
は、春木育美［2020］を参照。

５．次期政権の経済課題
最後に、次期政権の経済課題を検討する。

結論を先取りすれば、経済の革新を推進しな
がら、若年層向けの良質の雇用創出と住宅価
格の安定化を図ることが重要となる。

（1）経済の革新は中小企業がカギ

韓国が持続的成長を遂げるためには、イノ

ベーションを強化し、経済の革新を進めるこ
とが最も重要である。とくに重要産業におけ
る中国の急速なキャッチアップや第４次産業
革命の進展を目のあたりにすると、経済の革
新は急務であり、①財閥を含む大企業による
新事業創出、②ベンチャー企業の育成、③既
存中小企業の経営革新などが求められる。
政権発足後に所得主導成長に関連した政策
を相次いで実施してきた文政権も次第に、既
存製造業の革新や次世代産業の育成、研究開
発への支援などに力を入れるようになった。
大企業もシステム半導体やEV、バイオなど、
次世代産業分野への投資を拡大しており、多
くの人材が必要となってくる。次期政権はこ
うした経済革新に向けた取り組みを強化する
ことが求められる。その際に課題になるのが
規制改革である。
国内の投資率（投資額／ GDP）が10年代

以降総じて低下しているのは、海外の方が高
い成長が期待出来ることによるところが大き
いが、韓国国内で労働組合や業界団体の反対
で、規制緩和が進まないことも一因である。
こうした状況を改善するために、19年１月、
規制サンドボックス制度が導入された。同制
度は規制で新事業を推進することが出来ない
場合、申請した企業に対する審査を経て、特
例として事業を一時的に許可するものであ
る。対象となる分野はICT、フィンテック、
産業融合、地域革新などである。
つぎに、ベンチャー企業の動きをみると、
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近年第２のブームと言われている（第１の
ブームは90年代末から2000年代初め）。それ
を示すように、ベンチャー企業に投資するベ
ンチャーキャピタルの企業数が10年代半ばか
ら増加傾向にある（図表17）。最近では、ベ
ンチャー企業の新規雇用者が顕著に増加して
いる。中小ベンチャー企業部によると、21年
６月末時点でベンチャー企業の雇用者数は72

万7,498人で、１年前よりも10.2％増加した
（注37）。牽引しているのはICTサービス産業
である。
ベンチャー企業が増加している背景には、

朴前政権が創造経済の実現をめざしてスター
トアップ支援に力を入れ、文政権もその政策
を引き継いだことと、第４次産業革命が進む

状況下、IoT（モノのインターネット）やAI（人
工知能）を活用したビジネス機会が生まれて
いることがある。また、大企業のリストラや
新卒採用者の減少などを背景に、起業をめざ
す者が増加していることもある。
こうした一方、既存中小企業の経営革新は
総じて遅れている。韓国で大企業と中小企業
との生産性格差に代表される二重構造が容易
に解消しない要因の一つに、人材の移動が進
まないことがある。人材の移動が進まないた
め、生産性格差が縮小せず、賃金の格差が人
材の移動を阻害するという悪循環がみられ
る。文政権は中小企業による若年雇用を支援
する目的で、若年労働者を雇用する中小企業
に対して資金支援などをしたが、これが中小
企業の生産性上昇に結びつくかは疑問であ
る。重要なのは中小企業の生産性を引き上げ
て、賃金の上昇につなげることである
（注38）。コリアンニューディール政策の下で、
中小企業のデジタル化を推進することになっ
たが、それに加えて技術開発を促す環境の整
備が必要である。多くの若者が中小企業に就
職するようになるには多くの難題があるが、
既存中小企業の経営革新を進めて魅力ある職
場にすることも必要である。
また、若年層の就職難を緩和するには、教
育改革も必要である。韓国では李政権期以降、
マイスター高校や産業連携型特性化高校を新
設するなど、職業教育に力を入れ始めた。産
業連携型特性化高校では、産業界の協力を得

（注）統計は2002年から。21年は１～９月。
（資料）Venture Capital Infomation Center

図表17　ベンチャーキャピタルの企業数など
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て５～６年間のオーダーメイド型の教育課程
をつくり、特性化高校（３年間）における実
習、基本教育と専門大学（２～３年間）が提
供する理論・技術教育を組み合わせて、卒業
と同時に就職に結びつけていく狙いである。
専門大学は通常２～３年で、工業技術、IT、
観光などに関する高度な職業教育を実施して
いる。中堅技術者の多くは専門大学の出身で
ある。近年、大学卒業生の就職率は低下して
いるが、専門大学卒業生の就職率が上昇して
いることに注目したい（図表18）。次期政権
には次世代産業に必要な人材の育成に力を入
れることが求められる。
このように、次期政権の経済課題の一つは、

経済の革新を進めながら、若年層向けに質の

高い雇用を創出することである。そうなれば、
少子化の歯止めにもつながるであろう。

（2）住宅価格安定に必要な供給増

経済の革新とならんで、課題になるのが住
宅価格の安定化である。文政権による住宅需
要の抑制に重点を置いた政策が、結果として
価格の高騰につながった。住宅供給を増やし
て価格の安定化を図らなかった理由には、投
資需要が問題であるという判断以外に、①住
宅普及率（住宅戸数／世帯数）がすでに
100％を超えていること、②新都市の建設や
都市の再開発は環境破壊につながりかねない
こと、③人口が近い将来減少に転じるため、
住宅需要も減少すると考えたことなどが指摘
出来る。
政権発足後、20を超える住宅市場安定化対
策を実施したにもかかわらず、価格の高騰に
歯止めがかからないため、文政権も遅ればせ
ながら、需要抑制策を転換して供給を増やす
方針に転じた。21年２月、25年までに全国で
約83万戸の住宅を増やす計画を発表した。内
訳はソウル市32万戸強、仁川・京畿道29万戸
強、５大広域市22万戸である（注39）。
韓国ではソウル市の住宅不足が深刻化した
ため、80年代末から新都市を相次いで建設し
た。第一期の新都市（90年代半ばに完了）は
すべて京畿道内の城南市、高陽市、安養市、
富川市、軍浦市に建設された。いずれもソウ
ル中心部から半径20～ 25kmに位置する。第

（資料） 教育部・韓国教育開発院、고등교육기관 졸업자 건강
보험DB연계 취업통계연보

図表18　高等教育機関卒業者の就職率
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二期はソウル市の松坡区を除き、第一期より
もソウル中心部から離れた京畿道の平澤市、
東灘市、坡州市、金浦市、板橋市などに建設
された。こうした新都市の建設により、ソウ
ル市への人口集中は止まり、周辺の京畿道や
仁川広域市の人口が増加した。

2000年代に入り、少子化の加速や居住者の
都心志向の高まり、新都市建設の財政負担の
大きさなどから、都心の再開発が優先される
ようになり、新都市の開発は第二期で終了し
た。

20年に人口が減少に転じたが、地域により
その位相は異なる。注目したいのは、京畿道
では新都市が相次いで建設されたことと次世
代産業の集積が進み始めたことなどにより、

この20年間に人口が急増したことである
（図表19）。最近５年間をみても、毎年15万人
以上増加し続けている。例えば、平澤市の高
徳国際新都市にはサムスン電子の工場が建設
され、半導体関連の企業が集積し、周辺に建
設されたアパートには多くの人が居住するよ
うになった。他方、次世代産業の育成が遅れ
る釡山や大邱、蔚山では人口が減少し続け、
若者たちのソウル首都圏への流出が問題に
なっている。
ソウル首都圏の住宅価格の高騰の一因に人
口流入があるとすれば、中規模のスマートシ
ティを建設することも検討に値しよう。ス
マートシティはビッグデータやAIなど最新
技術を活用して都市が直面する問題を緩和す

（注）世宗特別市は12年から。
（資料）統計庁、Korean Statistical Information Service

図表19　2000 ～ 20年の人口増減数（住民登録ベース）
（100万人）
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るとともに、新たな産業を創出する場になる。
前述したように、現在、建設されているスマー
トシティには、東灘新都市、板橋新都市、坡
州新都市、松島U-Cityなどがある（注40）。
文政権になってからは、18年１月に「スマー
トシティ推進戦略」が発表され、先導モデル
都市として、世宗市５-１生活圏と釡山エコ
デルタシティの建設が進められている。ソウ
ル中心部から離れた地域に居住していても、
デジタル化の進展によりリモートワークが出
来る環境になってきている。

（注37） 中小ベンチャー企業部、‘벤처·스타트업’ 상반기 72.7
만명 고용, 일자리 6.7만개 늘려、８月19日

（注38） 日本で大企業と中小企業の格差縮小が進んだ一因と
して、技術力のある中小企業が相次いで生まれ、高生
産性と高賃金を実現させたことがある。

（注39） 관계부처 합동（関係部署合同）、「대도시권 주택공

급 획기적 확대방안（大都市圏住宅供給画期的拡
大方案）」2021年２月４日。

（注40） 韓国のスマートシティ開発に関しては、石田哲也［2020］
を参照。

結びに代えて

本稿では文在寅政権が進めた経済政策を回
顧しながら、その評価を行い、次期政権の経
済課題を探ってきた。政権発足後に所得主導
成長に関連した政策を相次いで実施してきた
文政権は、韓国経済を取り巻く環境の変化に
伴い、経済政策の重点を既存製造業の革新や
次世代産業の育成、研究開発への支援などに
シフトした。
韓国が持続的成長を遂げるためにはイノ

ベーションを強化し、経済の革新を進めるこ
とが最も重要であることを考えれば、このシ

フトは評価出来る。その一方、文政権下では
財政の悪化、家計債務の増加、住宅価格の高
騰などが生じた。次期政権には経済の革新を
広い分野で進めていきながら、こうした問題
に取り組んでいくことが求められる。
現在のところ、次期大統領選挙は、政権与
党である「共に民主党」の李在明（イ・ジェ
ミョン、前京畿道知事）候補と最大野党であ
る「国民の力党」の尹錫悦（ユン・ソギョル、
前検察総長）候補との一騎打ちになる可能性
が高い。経済政策や外交・安保政策をめぐっ
て激しい論戦が展開されると思われる。米中
対立が続く状況下でどのような外交・経済安
全保障政策を進めるのか、北朝鮮の核問題に
どう対応するのかなどのほかに、本稿で指摘
した若年層の雇用対策や住宅政策などが争点
になると考えられる。
また、22年の大統領選挙では、若者の投票
行動が大きく影響するのは間違いない。今後
の動きを注視していきたい。なお、大統領選
挙に関しては、別の機会に取り上げたい。
（本稿は、21年12月末までに得られた情報を
もとに作成したもの）
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2025戦略）https://www.hyundai.com/content/dam/hyundai/
kr/ko/data/ir-schedule/2019/12/06/ceo-investor-day-part1-
kr.pdf
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